






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































アメリカ イギリス 西ドイツ フラソス 日　　本
昭和45年（1970）
昭和46年（1971）
昭和47年（1972）
昭和48年（1973）
昭和49年（1974）
昭和50年（1975）
昭和51年（1976）
5．9
4．3
3．3
6．2
11．0
9．1
5，7
6．4
9．4
7．1
9．1
16．0
24．3
16．5
3．4
5．3
5．5
6．9
7．0
6．0
4．5
5．9
5．5
5，9
7．3
14．0
ユ1．8
9．6
7．2
6．3
4．、8
11．8
22．　7
12．1
9．8
〔資料出所〕OECD，　Economic　Indicators，該当年次および日本経済新聞社調べの資料より計算．なお，昭和51年
　　　　の数値は日本を除いては確定値ではない．
均上昇率はアメリカが2，3パーセント，イギ
リスが4．5パーセント，西ドイツが2．5パーセ
ント，フランスが4．0パーセント，日本が5．5
パーセントとなっている。それと比較すると
き，いずれの国の消費者物価上昇率も昭和51
年において旧水準にもどっていない。また，
アメリカと西ドイツを除く他の国は，昭和45
年から昭和48年までの平均上昇率にさえ戻っ
ていない。先進工業国は，一段と悪化したス
タグフレーションを，長期にわたる低成長政
策によって改善する以外に，方策のない状態
におちいってしまった。
　もちろん，直接的な輸入抑制措置にうった
えることは，自由貿易をその根幹とする現在
の国際貿易体制をくずすことになるので，そ
れは避けなけれぽならない。もし輸入制限政
策が大幅に各国で採用されるならば，先進工
業国間の対立は深まり，世界貿易の減少が生
じ，結局において貿易収支の赤字問題を解決
するどころか，かえってより一層，事態は悪
化してしまうであろう。こうした事態の発生
をさけるには，輸入制限政策を採用しないよ
うに主要工業国が「自戒」するしかない。そ
の意味では，各国とも，その採用する政策を
輸入にたいする直接介入以外のところに求め
ることが，どうしても必要になる。アメリカ
も，西ヨーロッパ諸国も，日本も，国際貿易
体制にたいするそのような「約束」ないし「了
解」のもとにこれまで行動してきたのであり，
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それは今後とも，緊急避難としてならばとも
かく，原則として犯すことのできないものと
すべきものであろう4）。先進工業国をめぐる
現状はまさにこのようなものであり，アメリ
カと日本あるいは西ヨー一ロッパと日本との貿
易をめぐる「軋礫」はこのような状況のもと
でおきたことを銘記しておく必要がある。
1）消費者物価の上昇は，オイル・ショックの
翌年の昭和49年にもっとも大きかった。OEC
　Dの前掲資料によると，つぎのとおりである。
アメリカ
カナダ
イギリス
西ドイツ
フランス
イタリア
日　　本
（D
11．0
10．9
16．O
zo
13．7
19．1
24．5
（1）
3．3
3．3
4．9
3．2
4．4
4．3
5．7
　ここで（1）は昭和48年の上昇率（パーセン
　ト表示）であり，（皿）は昭和37年から昭和
　47年までの平均上昇率である。
2）　この価格上昇は，石油が工業部門における
　インプットとして用いられ，工業生産物がア
　ウトプヅトであるということの必然的結果で
　あった。この投入産出メカニズムによるイン
　フレーションの「輸入」のほかに，オイル・
　ショックによって触発された心理的要因の果
　した役割りもまた大きかった。この心理的要
　因のなかには，インフレ・マインドの一般化
貿易不均衡をめぐる政策的分析（渡部）
　現象のほかに，インフレ期待にもとつくスペ
　キュレーショソが存在している。石油価格引
　き上げ直後において，いまだ価格引き上げ後
　の石油の輸入が開始されていない段階での，
　国内石油価格上昇および関連生産物価格上昇
　は，この後者の要因にもとつくものであった。
3）アメリヵの失業率は1973年に4．9パーセン
　トであったものが，1975年には8．5パーセン
　トに上昇し，その翌年にも7．7パーセント水
　準にとどまっている。1977年にはいっても，
　7．5パーセソト水準に上下していて4～5パ
　ーセント水準への低下は望むべきもない状況
　である。なおアメリカの場合，1950年代にお
　ける平均失業率は4．5パーセソト，1960年に
　おけるそれは4，8パーセントであり，1970年
　から1973年までの平均失業率は5．3パーセン
　トとなっているから，傾向的にも上昇してい
　る。そこへ1974年からの不況が重なって，失
　業率が大幅に上昇したのである。
　　西ドイッの1960年代の平均失業率は1．0パ
　ーセソトであり，1970年代も1973年まではほ
　ぼ同水準であったが，1974年以後，それは2．6
　パーセソト，4，9パーセントへと上昇してい
　る。
　　イギリスについても，同じ傾向がみられ，
　ユ960年代は平均して2．0パーセソトの失業率
　であったものが，1970年から1973年の間にそ
　れが3．0パーセントとなり，1975年には4．2
　パーセソトに上昇している。ノールウェイ，
　オラソダなどについても，1960年代にともに
　1．2パーセソトの平均失業率であったものが，
　1975年には前者は2．3パーセント，後者は4．7
　パーセソトとなって，いずれも世界不況過程
　での失業率の上昇を共通に示している。なお，
　日本のみが1960年代の平均水準1．0パーセソ
　トから，1975年の1．9パーセントへとわずか
　に上昇したにとどまっている。いずれの数値
　もUN，　Monthly　Bulletin　of　Statisticsの該
　当年次の資料より計算。
4）　国際貿易体制が戦後自由貿易主義の原則を
　基礎として確立されてきたことは周知のとこ
　ろであり，その確i立過程においてアメリカと
　西ヨーPッパ諸国がその中核として行動して
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きたこともまた周知のところである。それに
もかかわらず，その原則がかならずしも100
パーセント実現されたわけではなく，多かれ
少なかれ，主要工業国はその貿易にたいして
制約を加えてきた。したがって，問題はその
制約の緩和へのこれまでの道程を逆に進むこ
とが緊急避難としてどこまでゆるされるか，
ということであろう。また国際貿易体制の問
題を開発途上国との関連で論議されることも
必要であり，それは資源問題との関係でもう
一つの分析視点を要求する。この点について
はすでに他の論文で示しておいたので，ここ
では省略する。つぎの文献をみられたい。
　渡部福太郎「国際経済体制の経済学」　『季
刊現代経済』第25号，昭和51年12月。
5
　ここで，昭和51年末に表面化した西ヨーロ
ッパ諸国と日本との間の貿易をめぐる「軋礫」
をとりあげて国際不均衡問題を考察してみる
ことにしよう。西ヨーロッパ諸国の日本に対
する貿易をめぐっての「批判」は，日本の工
業製品のそれら市場への輸出が，石油ショッ
ク後の不況期において急激に増大したこと，
それにひきかえ，それらの国から日本市場へ
の輸出が伸びなやんでいること，その結果，
両地域の間の貿易収支が日本の側の一方的な
黒字になっており，しかもそれが累積してい
ること等によってひきおこされた。さらにも
うすこし詳細にみるならぽ，工業製品の輸出
といっても，まんべんなく数多くの品目につ
いてその急激な輸出増加が生じているのでは
なくて，それがいくつかの特定品目（自動車，
電子製品，ペァリング，造船，鉄鋼）に集中
しておきたのである。この品目的な集中が西
ヨーロッパ諸国と日本との「貿易戦争」の直
接的要因であった。
　もちろん，このように日本の同地域への輸
出の増大は，日本が石油ショックの影響をか
なり急速に吸収し，新しい石油価格への調整
をいち早くおこなったことに起因する1）。い
うまでもなく，それはあくまでも相対的なも
のであり，日本経済がショックを完全に吸収
してしまったわけではない。このことは，な
おB本経済が沈滞のなかにあることからもう
かがえるであろう。それにもかかわらず，多
くの西ヨーロッパ諸国に比較してみるならば，
その吸収は短期的視野でみる限り，成功した
ものといってよい。ただその余波がなおくす
ぶっているのであり，代替エネルギーや今後
における石油価格引き上げに対する吸収余力
という長期的な視点からいえぽ，さらに多く
の問題をかかえこんでいることは確かである。
このことは，西ヨーロッパ諸国にはまだ石油
ショックを吸収し切れない国があり，それが，
日本の輸出急増によって打撃をうけるという
形になった，ということを意味する。
　したがって，問題は輸出の急激な増加一般
というよりも，現在の状況のもとにおいて，
いくつかの国の競合産業がとくに上記の特定
品目の日本からの輸出急増によって打撃をう
けたという点にある。したがって，極端な場
合，もしその増加が好況の最中においておこ
なわれ，西ヨーロッパ諸国の競合産業が供給
能力の限界での操業水準に達しているという
ことであるならば，これまでにみられたよう
な貿易をめぐってのトラブルは生じなかった
であろう。この競合産業のうけた打撃のなか
で，とくにひどかったのがイギリスであり，
ついで西ドイツ，フランス，デンマーク，イ
タリア等である。その他の国も多かれ少なか
れ影響をうけ，あるいはうけていると思って
いる。EC当局がこの問題で前面にでてきた
ということは，そのことと対応している。基
本的には，日本の不況によって輸出ドライブ
がかけられたということである。たしかに，
日本の不景気がながくつづき，輸出ドライブ
がかけられざるをえなかった。そして，その
ことが問題の原因となっている。このことを
否定することはできない。しかし，それと同
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時に，それにはより長期的な要因があるとい
うこともまた認めなければならないであろう。
その点については後に言及する。ともかくこ
の不況にもとつく輸出ドライブが短期的な要
因であった2）。
　ここで留意すべき点は，特定の競合産業の
うけた打撃が大きかったということを単にそ
れだけとして受けとってはならない，という
ことである。それは，その輸出の集中的増大
が競合産業の，それでなくとも低い操業水準
をさらに低下させ，それがこれまでの失業の
上に，さらに失業をうみだし，それが追加的
な失業の増大をもたらし，またもたらす可能
性を大きくしたのである。失業の増大のあた
える社会的・政治的インパクトは，その経済
が不況のなかにあればあるほど大きくなるの
は当然のことである。西ヨーロッパ諸国の場
合，その点が大きく作用している。このこと
を看過すべきでない。
　いま，主要な工業国について，経済活動の
きびしい沈滞からやや立ちなおった昭和51年
6月頃における失業率をみてみよう。すでに
年データによる失業率についてはさきの脚注
において具体的数値に言及したが，ここでは
OECDの統計によって年央の失業率をみる
と，イギリスが5。5％，西ドイツが5％，ペ
ルギーが5．5％，フィンランドが4％，イタ
リアが3．5％，ノルウェーが1．5％，アメリカ
が8％，カナダが7％となっており，失業率
が公表されないフランスでは充足されない求
職数は増大し，デンマークについても同じよ
うな傾向がみいだされる。こうしたなかで，
日本の失業率は約2％であり，以前にくらべ
僅かながら増大している。このような数値に
ついては，もちろん統計上の問題などもある
ので，直接的に比較することには問題がある
のであるが，しかし，日本の失業率はいかに
も低水準である。これは日本と西ヨーロッパ，
アメリカとの雇用制度の相違（とくに日本の
永久雇用制度，西ヨーロッパ世界のレイ・オ
貿易不均衡をめぐる政策的分析（渡部）
フ）とも関係があるが，それ以上に問題なの
は，西ヨーロッパ諸国やアメリカの失業率が
かなり高いばかりでなく，それが失業問題を
深刻にとりあげざるをえないという社会的圧
力をうみだし，政府もまたそれに充分な考慮
をあたえなけれぽならない，ということであ
る。このため，操業短縮になやむ企業も，失
業に直面している労働者も，それらに大きい
考慮を払わざるをえない政府も，この点に関
しては見解が一致するということになる。日
本の機械類を中心とする輸出の急増がこの問
題とからませられるとき，その結果はおのず
から明らかであろう。
　ここで，一つの理論的推論を付け加えてお
くことにしよう。それは財・サービス収支と
失業との相関関係である。あるいは，それを
両者の間のトレード・オフの関係とよんでも
よい。もし各国ともほぼ同じような経済的基
礎条件をそなえているならば，財・サービス
収支の赤字が大きい国は概して失業率が低く，
失業率の高い国は概して財・サービス収支の
赤字は小さいであろう。これは確かにいえる
ことである。いいかえると，景気（成長）抑
制政策が強くとられている国は財・サービス
収支の赤字幅はせまいか，あるいは黒字を実
現する。これにたいし，抑制政策がゆるやか
にしかとられていない国では，財・サービス
収支の赤字幅が大きくならざるをえないであ
ろう。
　日本の貿易収支はこの世界不況期において，
（昭和51年における数値で）100億ドル近い黒
字になっている。経常収支でみても38億ドル
の黒字である3）。しかもその失業率が低いと
いうことになると，その経済構造が西ヨーロ
ッパ諸国やアメリカよりも強いことになる。
アメリカやペルギーの，それぞれの失業率は
著しく高いが，対応する経常収支の赤字幅は
西ヨーロッパ諸国よりもせまい。ノルゥェー，
イタリァ，ペルギー，イギリスなどそれぞれ
の失業率はアメリカやペルギーよりも低いが，
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その経常収支の赤字幅は逆に大きくなってい
る。しかし西ドイツはイギリスよりも低い失
業率であるが，経常収支の黒字幅は大きい。
これは西ドイツが西ヨーロッパ諸国のなかで
強い経済構造をもっていることを示している。
それでも，日本のように低い失業率と経常収
支の黒字幅を両立させているわけではない4）。
　このようにみてくると，日本はこのトレー
ド・オフの観点からみる限りずぽぬけて優位
な地歩を占めていることになる。このような
背景のもとで，日本のアメリカや西ヨーロッ
パ向け輸出の急増が特定品目に集中しておこ
り，競合産業の操業短縮とその部門を中心と
する失業の増大が懸念されるということにな
れぽ，これを問題視しないわけにはいかなく
なり，日本にたいして，輸出急増の「自粛」
と日本の景気抑制政策の「修正」（積極的成
長政策への転換）を求めるということになっ
てくる。もちろん，これは各国産業の国際競
争力の強化やインフレーション問題ともから
んでいるし，また自由貿易の原則ともからん
でいる。したがって，簡単にすべてを承認す
るということで問題がさらりと解消してしま
うというわけにはいかない。
　ここで日本の輸入問題に目を転じてみる。
ここでも問題の核心は輸出の場合とかわりが
ない。日本の不況にともなう輸入停滞はつと
に指摘されてきたところである。日本経済の
総需要の停滞は国内供給能力に余力をうみだ
し，前述のごとく，輸出ドライブがかかった
が，同じ意味で国内では輸入財にたいする代
替がおきたはずである。その結果，総需要の
減少に加えて，国内財による代替現象がかさ
なり，輸入の減少と停滞をうみだすことにな
った。この過程においてアメリカや西ヨーロ
ッパ諸国からの輸入が輸出に比して著しく少
なくなり，アメリカとの関係では，昭和50年
および51年の2年間で約150憶ドルの日本の
輸出超過となり，西ヨーロッパ諸国との関係
では，同じ2年間において約75億ドルの日本
の輸出超過となってしまった。もっとも，ア
メリカは西ヨーロッパ諸国に対し昭和50年だ
けでも約90億ドルの輸出超過となっているこ
とは，西ヨーロッパ諸国の先進工業国との関
係での貿易赤字がいかに大きいものであるか
を示すものであろう。西ヨーロッパ諸国の失
業は昭和51年末において約500万人に達して
いるといわれ，事態がいかに深刻であるかが
わかる。アメリカもまた同じ51年末において
失業者が約780万人と公表されていた。日本
の場合，同じ時点で約100万人といわれるこ
とからもわかるとおり，それ自体として深刻
であることに変わりがないが，その深刻さの
程度はかなり異なっている5）。
　日本の景気刺激政策の遅れがその対欧米貿
易収支，対欧米輸出・輸入の視点から指摘さ
れ，批判されたのは，上に述べた貿易赤字と
失業者数の対照的数値と深い関係をもってい
る。もちろん，今回の貿易をめぐる対立ない
しクレームの原因を，先進工業国の不況にの
み求めることはできない。それには先に言及
したごとく，その背後には，より長期的な要
因が存在しているからである。そして，その
点に日本の立場からの主張の根拠もある6）。
1）昭和48年の秋以後における日本の大幅なイ
　ソフレーショソと消費者の消費支出の抑制傾
　向は，投資活動の沈滞と相まって，おどろく
　ほどの経済活動の停滞と「強制貯蓄」をうみ
　だした。エネルギー節約が促進され，他方，
　賃金上昇率は物価上昇率を下まわることによ
　って実質賃金の低下さえ，一時的に生じるに
いたった。この短期間における抑制度の強い
反応が日本のオイル・ショックにたいするス
　ピーディーな調整を可能にしたものである。
　　参考のために，主要工業国の貯蓄性向の動
　きをみてみよう。日本の貯蓄性向は昭和40年
ごろから同44年ごろまでほぼ19パーセントで
あったが，昭和45年から上昇しはじめ，オイ
ル・ショックの前年には22パーセソトになっ
た。それがオイル・ショックを期に25パーセ
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　ントにはね上がったのである。これは他の工
　業国に比してかなり高いものである。上記の
　期間に対応する数値をみると，アメリカの場
　合，6．6パーセソト，6．3パーセソト，8．1パー
　セントであり，イギリスの場合，5．8パーセ
　ント，6．9パーセソト，9．8パーセソトである。
　フラソスでは11．5パーセソト，12．3パーセソ
　ト，13．3パーセントとなっており，アメリカ
　やイギリスほど大きい差はないが，その貯蓄
　性の上昇は明白である。西ドイツの場合のみ
　は例外で，ほとんど変化なく，約15パーセソ
　ト水準になっている。ドイツのインフレーシ
　ョンの進行がひどくなかったことと，これは
　密接につながっている。
2）　ここで日本の主要工業地域向けの機械輸出
　について言及しておこう。昭和50年1月から
　10月までの輸出水準に比して昭和51年1月か
　ら10月までの輸出水準がどれだけ増加したか
　を，増加比率によって計算してみると，つぎ
　の付表のごとくになる。なお機械輸出のなか
　でとくに重要な位置をしめる自動車および民
　生電気製品についても同様の増加比率をあげ
　ておいた。
　　これは，日本の各国への機械輸出がイギリ
　スを除き，軒並みに50パーセソト前後増大し
　ていることを示す。これはかなり大幅な増大
　であることをあらわしているが，自動車や民
　生用電子機械にいたってはその増加率はかな
　り大きく，アメリカ，カナダ，フラソスにた
　いする民生用電子機械は2倍ないしそれ以上
　である。この数値は，日本のアメリカや西ヨ
　ーロッパ諸国への機械輸出の著しい増大の姿
　を如実に示しているといえるであろう。
3）本来なら，財・サ・一一　U“ス収支のデータを用
　いるべきであるが，便宜上，経常収支を用い
　る。これによって結論はそう大きく左右され
　ない。
4）ここで参考として経常収支と失業率の対応
　数値（昭和51年）を示しておくと，
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付表　主要工業国への機械輸出増加率
総　計 自動車 民生用電子機械
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59．53
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51．16
49．18
82．17
－5．51
22．69
46．26
44．10
67．22
49．67
52．81
48．71
22．66
32．86
93．48
119．97
92．　22
50．95
54．40
71．14
　0．04
71．81
116．31
〔資料出所〕 日本機械輸出工業会『機械輸出』1977年2月号によって計算したものである．
この増加比率は昭和50年1月～10月の合計にたいする昭和51年1月～10月の合計の増知率である．
　　ノルウェー　　　　（－3．5，1，7）
　　西ドイツ　　　（　4，4．6）
　　日本　（3．8，2．0）
　括弧のなかの左は10億ドル単位の経常収支で
　あり，右は失業率である。
5）UN，　Monthly　Bulletin　of　Statistics，　April，
　1977による。
　　この点については人口を比較してみること
　によって，より一層その深刻さの程度を察す
　ることができる。アメリカの人口は約2．1億
　人であり，西ヨーロッパ諸国は約2．6億人で
　ある。これに対して日本の人口は約1．1億人
　となっている。アメリカの場合，人口は日本
　の約2倍であるのにたいし，失業者は日本の
　約7．8倍となっており，西ヨーロッパの場合，
　人口は日本の約2．5倍であるのにたいし，失
　業者は日本の約5倍となっている。この倍率
　は，はなはだ対照的である。
6）　この日本の側からの主張は，貿易不均衡聞
　題とそれをめぐる軋礫の表面化とともに，強
　く打ちだされてきたもので，その代表的なも
　のとして，
　旦弘昌「EC諸国に対する忠告」『貿易と関
　税』昭和52年2月号．
　をあげておこう。
　　この論稿で述べられた主張はまさに長期的
　要因を指摘したものであり，「競争力の強化」
　と「輸出努力の必要性」をもっとも重要なも
　のとしてあげている。このタイプの主張はこ
　れまでにも他の人びとによってもなされてい
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るのであり，政策当局の思想的共通項の一つ
となっている。もっともこれは日本ばかりで
なく，イギリスやイタリアへの協力と関連し
て西ドイツなどでもいわれていることでもあ
る。
6
　西ヨーロッパ諸国が日本への輸出が伸びな
いことを不満として，日本の輸入をめぐる制
度・機会上の諸問題を不振の要因としてとり
あげたが，その多くは，最近とくに生じた現
象でなく，戦後これまでとられてきた日本の
貿易政策の基本的なあり方や日本の市場の歴
史的特殊性にかかわるものであった。これら
はいずれも短期的要因ではなく，長期的にの
みその変更が可能なものであるという点で，
さしせまった現在の貿易のいわゆる「一方通
行」問題の解決にただちに効果を期待できる
という性質のものではない。
　貿易政策は通常，関税政策と非関税障壁と
にわけられるが，こと関税に関するかぎり，
日本は工業製品の大部分について低い関税率
を適用しているし，その水準は他の先進工業
国と比較して特別に高いものではない。この
ことは，つとに指摘されている。したがって，
問題は農業生産物などをめぐる関税障壁と非
関税障壁である1）。非関税障壁として作川す
る国内政策のなかには，税制や検査規定など，
輸入制限を本来の目的としたものでないもの
もあり，それぞれ国内事情によるものである。
そのような場合，たまたま西ヨーロッパ諸国
から日本への輸出がその点で不利になるとし
ても，やむをえないものであろう2）。
　ただし，輸入手続きなど，一部には過去の
経済復興過程においてとられた「統制時代の
遺産」が整理されないままに残っている場合
があり，なかには実質的には全く空文化して
いるものもある。そうした空文化したものは，
今後おこるかもしれない未知の事態を考慮し
てそのまま残存させられていると考えられる
が，ここで注意すべき点は，このようなケー
スについては，事情の理解を求めることが重
要だということである。同様のことは，国内
的事情により，国内的目的のために規定され
た各種の行政的措置についても，税法上の措
置についてもいえることである3）。
　日本的風土に適合した各種の手続きも，西
ヨーロッパ諸国の貿易業者の視点からみると
きに，それがいたずらに煩雑な事務処理を要
求されていると思われるかもしれない。もし
不必要に煩雑な手続きが輸入にあたって必要
ということであれば，あえて西ヨー一　nッパ諸
国からの非難をもつまでもなく，合理化の措
置がとられる必要があり，そうすることは，
日本自身にとってもプラスになるはずであ
る4）。
　日本の場合，消費財としての農業生産物に
ついて輸入制限がおこなわれていることは世
界周知のことであり，貿易をめぐる対立の多
くはこの点をめぐっておきている。とくにア
メリカや西ヨーロッパ諸国の日本への輸出関
心が深い生産物についての輸入制限措置が，
どうしても論議の対象として取り上げられざ
るをえなくなる。結局において，農業保護政
策との関係で，どの程度まで輸入を自由化す
るか，ということなのであるが，他の工業諸
国からの「不満」をまつまでもなく，消費者
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保護，生計費，賃金上昇問題ともからんで，
今後，とりくむべき重要問題であることは疑
いない。最近のオーストラリアからの食肉輸
入をめぐっての緊張を忘れてはならないであ
ろう。
　どこまでがイリュージョンにもとつく保護
であり，どこまでが真に国民経済的視野から
みて妥当な保護か，という点は本格的な検討
を必要とするところである。非関税障壁につ
いての他の先進工業国の批判をそのままごも
っともなことであるとして受けいれる必要は
ないが，日本の国民経済的視野からの利益と
いう角度から非関税障壁をあらいなおすこと
は，国民的利益にかなうことであろう。
1）工業生産物については，一部の電子機械関
　係（たとえば大型コソピュ・’一ターなど）や皮
　革関係品目について輸入制限があり，また農
　業・水産関連工業（たとえば果実加工や酪農
　品を中心とする食品工業）製品について制限
　がおこなわれている。このうち農業・水産関
　連工業はむしろ農林水産業の保護措置との関
　係でそうなっているとみられるので，通常の
　工業製品と同様に考えられるべきものではな
　い。
2）非関税障壁のなかに含まれるものとしてど
　のようなものがあげられるべきか，について
　はかならずしも明確な定義があるわけではな
　い。もちろん，「残存輸入制限品目」のよう
　に，関税によらずに数量制限をおこなう場合，
　あるいは輸入課徴金を課したりする場合は，
　明確にそれらを非関税障壁とよぶことができ
　る。しかし，特定の品目について，その国内
　の各種の政策目的にてらしてつくられた税制
　やその他の制度が，たまたま輸入障壁の機能
　を果したからといって，それを非関税障壁と
　よぶことができるかどうかは問題である。
　　たとえば，「公害」をさけるための措置に
　より，たまたまある国の生産物の輸入が禁止
　されることもあろうし，また「安全性基準」
　に達していないために輸入が許されない場合
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　もありうる。このような場合，それを非関税
　障壁とよぶことは問題である。ただし，それ
　が極度に不合理なものとみられるならば別で
　あるが，「公害」や「安全性基準」などの場
　合，一般にそうしたことはありえない，とい
　ってよいと思われる。
3）　しばしば「原則禁止の原則」といわれる日
　本の政策態度は，かなり深い歴史的背景をも
　つものであり，単にメソタリティーだけに依
　存するものということはできない。ここで詳
　しくはふれないが，やはり明治以降の近代工
　業確立を目標とした政策の推進と深く関係す
　るものである。この「原則禁止の原則」に依
　るかぎり，ひとたび成立させた制限的措置，
　規制的法体系は，例外的措置によって骨抜き
　にするという方法によって，柔軟に運営され
　る。ときには意図的に見逃す，あるいは，手
　心を加える，という方法で，建前としては禁
　止，実際には自由，という解決策を講じる。
　　しかしながら，禁止規定や制限規定は絶対
　に廃止されない。「空文化」は認められても
　「廃止」は認められないことになる。　これは
　まさに「原則自由の原則」と正反対のもので
　ある。　「原則自由の原則」にしたがう現在の
　西欧型態度と「原則禁止の原則」にしたがう
　日本型の態度との間には，双方の現状ないし
　実態がほとんど同じであっても，基本的には
　完全に異なった文化類型をなすものである。
　これについては後段で再び言及するはずであ
　る。
4）なお，アメリヵや西ヨー一　Pヅパ諸国もまた，
　それぞれ非関税障壁によって保護された品目
　をかかえていることを指摘しておく必要があ
　る。これは評価の公平のためにも必要である。
　ガット上の合法的ウェーバーをふくめた残存
　輸入制限品目をとりあげてみると，日本が23
　品目，西ドイツ19品目，フランス39品目，イ
　ギリス19品目，アメリカ20品目などとなって
　おり，品目数でみる限り，日本は工業国間で
　とくに多いとはいえない。もちもん，この制
　限は数量規制や課徴金賦課の程度とも深くか
　かわるものであるため，実際の輸入制限効果
　は品目数だけでは判定しがたい。また西ヨー
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ロッパ諸国がとくに「対日輸入制限品目」を
もっていることを付加しておく必要がある。
7
　農産物を主体とする保護政策や貿易制限政
策につづいて，もう一つの問題は日本の流通
機構の複雑さという点についての批判である。
これは日本の貿易政策についての批判以上に
返答に困る問題であることは，日本の立場に
たつ限り誰でも認めるところであろう。日本
の社会機構の一環としての流通機構は，一つ
の歴史的産物である。ユーザー・メーカー・
金融機関・商社の間に形成されている系列の
目にみえない糸が，強く日本の流通プロセス
を支配し，そこでは西欧世界でいうところの
自由競争のメカニズムとは異なったタイプの
競争が展開されている。それは競争パターン
の相違ともいうべきものであり，あえて流通
機構のみならず，形を変えて日本社会の競争
メカニズムのなかにおいても見出されるもの
である。
　これはおそらく，かなり大量の外資が日本
の流通機構に参加するか，あるいは西欧的競
争原理をとり入れた国内資本がここへ参入し
ない限り，近い将来において変化する可能性
はまったくない，といっても過言ではない1）。
しかし，この点は非関税障壁というわけには
いかないのであり，西ヨーロッパ諸国の貿易
業者の貿易テクニックの開拓と広義のマーケ
ット・リサーチの推進にまつしかない。もち
ろん，流通プロセスへの外国資本の参入の自
由化をおさえてきたことは事実であるし，近
代型（？）資本による流通再編成にブレーキ
をかけてきたことも事実であるが，この流通
機構に関する限り，問題はむしろ西ヨーロッ
パ諸国の輸出努力志向の「不足」にある，と
いうべきであろう。
　その点については，アメリカからの輸入と
西ヨーロッパ諸国からの輸入を比較してみる
ならば，ある程度うなずけるであろう。日本
の地域別輸入をみると，先進工業国からの輸
入は全体の約40パーセントを占めており，そ
のうち，アメリカとカナダからの輸入が約25
パーセントを占めている。これに対し西ヨー
ロッパ地域からの輸入は約8パーセントにし
かすぎない。アメリカの場合には約60パーセ
ントが先進工業国からであり，そのうち西ヨ
・一 鴻bパ諸国からの輸入が約23パーセント，
日本からのそれが約12パーセントとなってい
る。そうして，西ヨーロッパ諸国については
先進工業国からが約70～75パーセントであり，
そのうち，北アメリカからが約7～13パーセ
ント，日本からが約2～3パーセントとなっ
ている。地域別にみるとき，西ヨーロッパ諸
国はもともとあまり日本市場との関係は深く
ない2）。
　このようにウェイトの低い日本がとくに西
ヨーロッパ諸国との貿易戦争の相手国になっ
たことについては，それはやはり西ヨーロッ
パ諸国への輸出の最近における急増現象にも
とつくものであって，西ヨーロッパ諸国から
の輸入の低さにもとつくものではない，とい
うことになるであろう。もちろん，それだか
らといって日本の流通機構が現在のようなも
のであって良いというのではない。批判の対
象となった日本の流通機構にしても，日本の
輸入政策にしても，その批判それ自体とは独
立に，日本自身の利益の問題として，もとも
と，真剣に対策を講ずる努力が要求されてい
た領域である。
　日本市場において，西ヨーロッパ諸国から
の輸入品が比較的高価に売られているが，こ
れが低廉になったとき，果たして輸入が増大
するか，ということもまた問題である。しか
し，その問題は日本の消費者の消費パターン
の問題であり，流通機構とは異なる別個の問
題であるe
　経済の流れは究極的にはその経済の基本的
メカニズムから長期間にわたり，逸脱するこ
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とはできない。そこに例外があることは認め
る。強力な政治力が経済的メカニズムをゆが
めることができる。しかし，現在問題となっ
ている先進工業国間の輸出入問題についてみ
るならば，それはすくなくとも大量現象とし
てはありえないことであるから，西ヨーロッ
パ諸国から日本への輸出が少ないということ
も，経済の基本的メカニズムにさからっての
ことではない，というべきであろう。
　「西ヨーロッパ諸国は日本への売り込みに
熱心でなく，また努力もしていない。もし本
気で日本市場に売り込むつもりならば，それ
だけの努力がはらわれてしかるべきである。
それがおこなわれていないのは，西ヨーロッ
パ諸国にとって，日本市場が魅力的でないか
らである。いいかえると，日本市場への接近
は経済的に利益とはならない，と見なされて
いる。」という反論は充分に成り立ちうるので
ある。もし日本経済には市場メカニズムの力
が作用しているということを認めうるならば
（それを否定する人はあまりないであろう），
このような判断が下されてもすこしもおかし
くはない。しかも，国際貿易市場は，すくな
くとも先進工業国の一群についてみるとき，
自由市場のフレームワークがかなりの程度ま
で確立されている。そのことを疑う人はほと
んどいないのである。もしかしたら，単純に
西ヨーロッパ諸国の「輸出マインドの不足」
といってしまうよりは，むしろ日本の「輸出
市場としての魅力の不足」という方が，経済
的論理にかなった見方というべきかもしれな
いのである。
　これと関連するのが西ヨーロッパ諸国産業
の国際競争力の相対的低下ということである。
先に日本市場において西ヨーロッパ諸国の製
品が比較的高価に売られていると述べたが，
それがとくに消費財について看取されるよう
である。そこで，もし原価と日本市場での販
売価格との間に大きいギャップがあるとすれ
ば，それを利用して日本市場に喰いこむこと
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は容易なはずである。これがなされていない
ということは，西ヨーロッパ諸国の業者には，
セールス・プロモーション技術をも合めた広
義の国際競争力がないということにもなる。
また，工業製品について，そもそも国際競争力
がないとすれぽ，問題は日本の貿易政策や流
通機構ではなくて，西ヨーロッパ諸国のこれ
までの投資，技術開発，経営組織の近代化な
どの競争力強化政策のあり方に問題がある，
ということになるであろう。これを日本の側
から主張することには，政治的また心理的反
作用の懸念もあるので，やや問題があるかも
しれないが，ひとつの冷静な分析としてみる
ならぽ，否定しがたいように思われる。
　いうまでもなく，いかなる国についても優
位産業というものは永久に固定しているわけ
ではなく，時間とともに移り変わっていく。
また西ヨーロッパ諸国といっても，イギリス
やイタリアの状況と西ドイツやスイスの状況
とを同一に論じることはできない。工業製品
の国際競争力は品目別にかつ国別にみない限
り軽々しい断定はゆるされないであろう。し
かし，それぞれの国における国際競争力上の
優位産業の変遷が，先にもふれたごとく，プ
ロダクト・サイクルの視点から充分に認めう
るものであるとするならぽ，問題の焦点はそ
の優位産業の劣位産業への変遷そのものでは
なく，その変遷に要する期間の長さがどのく
らいか，という点になる2）。その意味からす
れぽ，たとえば，世界的な造船不況の最中に
おける日本の造船輸出の急速な増大は，はな
はだ不運なことであったというべきであろう。
不況期は，一般に投資活動が低い水準にとど
まり，産業調整を積極的におしすすめるのに
もっとも不適当な時期であるぼかりでなく，
その産業の現状維持さえが困難をともなう時
期である3）。西ヨーロッパ諸国の反発の一部
はその点にかかわっていたのである。
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1）市場メヵニズムのロジックを念頭におくと
　き，流通機構をめぐる政策はそれほど納得し
　うるものではない。たとえば，大型店（たと
　えばスe－一一R－・マ・一ケットやデパート）と小
　型店（小売商など）との間の利害の対立は，
　古くして新しい問題である。この対立は，前
　老を制約し，後者のカルテル形成を支持する
　ことが「前向き」の政策であるかのごとき言
　動と相まって日本の流通機構の簡素化と能率
　化を著しく押さえてきたことは，確かである。
　　また「系列化」の糸につながる仲介的グル
　ープが多数存在しているため，経済効率の視
　点からみるとき，その存在価値のまったくな
　い仲介的グループの「分け前」があたかも必
　要欠くべからざるコスト構成要素とみなされ
　るという不合理がある。そうした存在をゆる
　す自由競争なるものは，通常の市場メカニズ
　ムのロジックとは異なるものであり，むしろ
　経済効率を阻害するカルテル行為と本質的に
　同じものというべきであろう。
2）産業調整問題における現実的困難性はその
　移転期間の長さにある。もし適切な産業調整
　政策をとりさえすれば，2～3年間でもって
　目的とした産業調整が可能であるとすれば，
　話はひどく簡単になってしまう。戦後，日本
　産業がその国際競争力を強化し，一部の重工
　業製品の輸出を著しく増大させてきたとすれ
　ば，それはじつに20年以上にわたる効率的な
　投資，新技術の導入，経営能力の開発，労働
　力への教育投資などを可能にしてきた，経済
　社会環境と市場メカニズムと政策的誘導との
　コソビネーションの結果である。産業調整の
　青写真を画くことは簡単であっても，その実
　現にはその国の経済的社会的諸条件により，
　かなりの期間を必要とすることになる。
3）その上，不況過程における非能率部門のス
　クラップ化も，失業問題との関連もあって，
　市場メヵニズムの成り行きにまかせておくこ
　とができなくなっているのが，実情である。
　多かれ少なかれ救済措置が必要とされたり，
　スクラップ化をさけるカルテル形成と供給制
　限がおこなわれる。
8
　国際競争力にかかわりをもつもう一つの重
要な要因が為替レー一トである。西ヨーロッパ
諸国通貨にたいし，日本の為替レートが過小
評価になっている，ということを理由に日本
を非難しているというわけではないから，こ
の点はある程度無視してよいことかもしれな
い。しかし，これまで，断続的に円の過小評
価ということがいわれていたこともまた事実
である。ただ，昭和48年にはいってからの変
動相場制への移行により，為替レートをめぐ
っての論議は舞台の主役ではなくなってしま
った1）。
　たしかにフロートしている限り，そういう
ことであろうが，このフロートが先進工業国
を通してかならずしも実勢（為替需給）をそ
のまま反映しているとはいい難いところに問
題がある。将来，貿易をめぐる軋櫟が発生し
た場合，あるいは現在の対立がうまく解決さ
れなかった場合，それが為替レートに波及し
ないという保証はどこにもない。日本の立場
からみた場合，フロートの結果として，もし
円の評価が高められることがあるとすれば，
そして，それが貿易収支の大幅な黒字をせば
め，しかも，輸出の一部が国内需要によって
吸収されるとすれぽ，かならずしも円の再評
価を避ける必要はない。そしてそれはまた，
貿易収支の大幅赤字をかかえている国の通貨
の再評価の必要性と可能性をも同時に示すも
のである。
　視点をかえてみるならぽ，為替レートは国
内の景気立ちなおりとの関連において使うこ
とのできる重要な政策手段というべきであろ
う。これは，いいかえると，日本と西ヨーロ
ッパ諸国との間の国際競争力の格差が貿易上
の対立の深い原因の一つであるとするならぽ，
この為替レートの操作と調整をフロート体制
の場でおこなうことは充分に意味のあること
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なのである。
　このことの経済的意味は両地域の労働力の
評価を変更するということである。大胆な単
純化をおこなってみるならば，日本の労働カ
ー単位あたりの評価額を西ヨーロッパ諸国の
労働カー単位の評価額に対して引き上げるこ
とが，西ヨーロッパ諸国の通貨にたいする円
の為替レートの切り上げの意味するところで
ある。もちろん，同じ事態は，西ヨーロッパ
諸国のなかでとくに不均衡のひどい国の通貨
の切り下げによっても生じるから，それはそ
れらの国の為替レートの切り下げの意味する
ところでもある2）。一国産業の国際競争力を
そうした自国労働力の評価損なしに強化する
ことは，長期にわたる技術開発，投資によら
なけれぽならない。いいかえると，その国の
産業の国際競争力の強化によらなければなら
ない。
1）為替レート体系が固定相場制から変動相場
　制へ移行することになったのは，現実の国際
　金融のメカニズムの運行の帰結であるが，こ
　れをそのまま「IMF体制の崩壊」とよぶこ
　とには若干の問題があう。それは自由市場体
　制の一環をなす為替市場の変則的事態の解消
　という側面をもっているからである。この点
　については，すでに別の論稿において詳細に
　考察しているので，それを見られたい。渡部
　福太郎「国際経済体制と変動相場制」『世界
　経済評論』昭和52年2月。
2）いうまでもなく，切り上げるか，切り下げ
　るかにより，当該国の実効為替レートは異な
　ってくる。為替レートの変更は．その変更を
　おこなった国の通貨の価値を，貿易をおこな
　うすべての相手国の通貨にたいして，変更す
　ることになるからである。その意味では，当
　該国の為替レートの切り上げによって調整す
　るか，それとも相手国の切り下げによって調
　整するかは，決して無差別ではない。
9
貿易不均衡をめぐる政策的分析（渡部）
　アメリカと西ヨーロッパ諸国と日本の間の
貿易トラブルにおけるいくつかの要因につい
て考察をすすめてきた。そこであげられたも
のは，結局において，短期的要因と長期的要
因とに分けられていた。前者は先進工業国を
中心とする世界的な需要の停滞と生産活動の
低迷や為替レート体系の不適当な配列などか
らなり，後者は，市場構造や流通機構および
社会的・政治的機構の国別特性，貿易政策に
おける国別相違，産業の国際競争力の格差な
どの長期的要因からなっていた。それらの要
因は，相互に深くからみ合った関係に立って
おり，それぞれの要因が個々ばらぽらに並立
的に存在しているものでないことは，これま
での叙述から明らかである。したがってまた，
不均衡是正の政策的措置については，それぞ
れに対応した内容が規定され，その効果につ
いても相互連関があるため，おたがいにその
効果を相殺しあわないような政策選択が必要
となってきた。それは国内的にも要求され，
国際的にも要求される。調整手段とその行使
における国際的調整がその帰結となる1）。
　ここでさらに言及しておくぺきことは，心
理的要因の果たしている役割りである。西ヨ
ーロッパ諸国が日本にたいしていろいろと非
難やクレームを述べるとき，それを述べる側
の立場と受ける側の立場にはおのずからある
先入的心理が微妙な影を落している。それは
過去における長い歴史の影ともいうべきもの
にかかわっているが，そこまで言わなくとも，
その影はやはり強く作用しているといってよ
いであろう。
　その第一にあげるべきことは，後進国から
先進工業国への急速な経済的拡張があたえた
心理効果である。昭和45年における「経済大
国」日本はその20年前には見るかげもないあ
われな「経済小国」であった。その能率的な
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集団行動により驚嘆すべき経済的拡張をなし
とげ，重化学工業製品の輸出国として先進工
業国のなかに重要な地位を占めるにいたった
という事実・成果そのものが，西ヨーロッパ
諸国にとって一つの驚異なのである。
　それは経済メカニズムの当然の帰結という
側面をもっていても，そのことが，西ヨーロ
ッパ諸国のなかにある種の心理的ファクター
が醸成されるのを防ぐことにはならない。巨
大な競争相手の出現はそれだけで西ヨー一一　nッ
パ諸国側に防衛的心理をつくりだすに充分で
ある2）。もちろんアメリカもやはり巨大であ
り，資本進出によってその巨大さはますます
強固なものにされているのであるが，日本と
異なる点は，アメリカはもともと巨大である
ということである3）。
　「対立の出現」に応じた日本の側の心理的
反応は，まさに，西ヨーロッパ諸国の心理的
反応の裏返しという側面をもっている。
　成功した巨大経済が貧しい消費生活・個人
生活を内に含んでいる，という一般に普及し
たイメージは，日本の経済主義・産業主義の
驚異を一層強く印象づけることになる。たし
かに産業中心主義は，明治期にまで視野を拡
大するまでもなく，戦後における日本の経済
政策をつらぬく基本原則であった，といって
も過言ではない。巨大な工業国となることが，
同時に国民生活の向上につながるという「確
信」があった。それはまた，資源に乏しい日
本にとっては，輸出第一主義を当然の「系」
として確立することにつながる。それはきわ
めてオーソドックスな経済の論理にしたがっ
たものであるし，低水準からスタートする成
長経済の一つの典型派パターンを示すとみな
さるぺきものである。その意味からすれば，
西ヨーロッパ諸国が日本にたいして抱く驚異
＝不安感については，「一応の理解」を示す
にとどまらざるをえない。
　このことは，別に「ビナイン・ニグレクト」
の態度で，それを受けとっておけばよい，と
いうことを意味しているわけではない。上述
したような心理が，ことの当否はともかくと
して，西ヨーロッパ諸国にある以上，それに
たいしての方策を「国益」をそこなわない形
でとっていくことはどうしても必要である。
なぜなら，結局において，工業国を中心とす
る相互依存的国際体系のなかに，協調的であ
ると同時に強力な構成因子としてとどまるこ
とは，長期的な視点からも短期的な視点から
も，日本の利益を確保する唯一の途だからで
ある4）。
　しかし，ここでさらに，心理的ファクター
のもう一つの構成因子があることを指摘して
おかなけれぽならない。それは日本の自由市
場メカニズムの体制にたいする基本的態度に
関連するものである。具体的にいうならば，
日本の政策思考の底を流れる統制・管理主義
的バイヤスとよぶべきものがそれである。
　戦後，日本の政策が強力な政府の管理統制
を主体とし，保護主義的措置を内容とせざる
をえなかったことは当然のことといってよか
った。問題は日本が日本経済を工業国として
確立した後においても，この統制・管理主義
の色彩を長期にわたり色濃く身につけてきた，
という点である。西欧的自由経済主義はこの
種の政府介入はできる限り早期に廃すべきも
のとされている。したがって，為替管理や外
資規制にしても，直接的輸入制限政策にして
も，存在しないのが本来の姿とされ，EEC
（現在のECの前身）が結成された昭和35年
頃を境にして，西ヨーロッパ諸国はほぼ自由
市場体制を確立した。
　このような考え方にたつ西ヨーロッパ諸国
からみるとき，日本の為替管理の存続や輸入
制限措置の遅々とした解除ぶりはやはり異様
なものにみえたことは確かである。しかもそ
の解除は自発的におこなわれたというよりも，
アメリヵや西ヨーロッパ諸国からの圧力のも
とで，つまり「外圧の結果」としておこなわ
れたというのが実態であるから，なおのこと
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である5）。
　これが「自己防衛的閉鎖政策」と映じる可
能性はきわめて高かったし，また事実そのよ
うに映じた。そして，今回のような場合，日
本の政策態度はそれと同一の思考にもとつく
「近隣窮乏化政策」と映じることになる。そ
れがかならずしも実態を示すものではないと
しても，そのように日本の政策態度をうけと
るという心理的傾向は否定しがたく存在して
いる。こうした心理的傾向が存在するという
ことは，日本にとって決して有利なことでは
ない。これを払拭するための努力は，長期的
に日本の利益を確保するため，必要不可欠な
ものである。それは直接に金銭に換算しえな
いが，日本の貿易や企業の行動の影響を評価
する場合，つねにバイヤスをあたえ，評価の
秤を一方に片よらせる作用をもつからである。
　ただし，ここでつぎの点を指摘しておくこ
とが必要である。それは，こうした西欧的自
由経済主義的思考にもかかわらず，現在の工
業国間の貿易不均衡の是正問題の処理にあた
って，西ヨーロッパ諸国の一部やアメリカに，
輸入制限政策を有力な政策手段として用いざ
るをえない，という考え方が強く出現してい
るということである。この動きは，明らかに，
これまでの日本にたいするそれらの国の心理
的バイヤスと矛盾するものである。その意味
において，貿易不均衡・国際不均衡の是正を
性急にもとめるあまり，輸入制限政策にうっ
たえようとすることは，きわめて危険な途を
歩むことを意味する。協調政策は，より深い
次元のもとにおいて必要とされている。
1）貿易不均衡，より広く国際不均衡の調整政
　策としての為替政策，およびその他の調整政
　策の包括的な説明については，つぎの論稿に
　詳細にあたえられているので，ここでは省略
　する。渡部福太郎「貿易不均衡をめぐる調整
　政策」『貿易と関税』昭和52年7月を参照。
2）　日本企業の東南アジア地域への進出，その
貿易不均衡をめぐる政策的分析（渡部）
　圧倒的広告活動を含めての進出が，ある種の
　反発的心理をその他につくりだしてしまった
　ことをここで想起することが必要である。そ
　こには防衛的心理というよりはむしろナショ
　ナリスティックな心理がある点で，西ヨーロ
　ッパ諸国の場合と異なる。しかし，それがや
　はり日本の企業の急激な進出と目につく企業
　動の結果であるという意味で，本質は同じで
　ある。
3）それだからといって，アメリカの企業の大
　量進出，アメリカに根拠地をもつ多国籍企業
　の活動がなんの問題もうみだしていないわけ
　ではない。ラテン・アメリカ地域では強い反
　発的心理をうみだしている。ド・ゴール政権下
　のフランスでも同様であった。ただし一般的
　にいって，同一種族・同一文化圏にある西ヨ
　一ロッパではアメリカ資本の進出は，アメリ
　ヵ製品の進出とともに，それほどひどい反発
　的心理をうみだしているとはいえないであろ
　う。そこが日本の場合と異なるところである。
4）　この点に関連してつぎの論稿は示唆にとむ
　ものである。
　天谷直弘「『坂の上の雲』と　『坂の下の沼』
　一日本経済の進路を占う一」『通商ジャ
　ーナル』昭和52年5月。
5）　日本における経済政策の変更が，しばしば
　「外圧」の結果として生じたことは，「外圧」
　が政策変更のための必要条件（？）である，
　という印象をあたえることになった。そのよ
　うな見解が日本の内部にも存在しているとい
　うことは，日本の政策決定プPセスの分析が
　改めて必要であることを示す。
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